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■次世代オフィスの構築

NRI野村総合研究所の「お茶の

水総合センター」（以下、新オフ

ィスと略称）は、分散している事

業所の統合と集約化を目的とし、

大手町、横浜ビジネスパーク、大

阪南港に続くNRIグループの核と

なる４つ目のセンターオフィスと

して本年４月に開設された。

新オフィスの開設に当たって

「21世紀に向けたビジネスサービ

ス体制の構築」を全体テーマに掲

げた。そして、オフィス空間をは

じめ、情報システム、セキュリテ

ィシステム、ドキュメント管理、

環境保全、他社との連携開発体制

の基盤構築を目的とする各タスク

チームを編成した。

各チームのメンバーには、移転

部門の代表者と社内有識者に加え

て、社外の専門家を集結し、NRI

の総合力を活用した。

■オフィス空間環境の

設計プロセス

オフィス空間に関する検討会で

は、生産性向上を目的とした柔軟

かつ創造的なオフィス環境・業務

形態の構築を目指した。そのプロ

セスでは、現状の業務分析を行っ

た上で、課題の抽出、他のオフィ

スの事例調査、基本方針の策定、

施設要件の策定、施設の区画分け、

および各区画の基本設計を行っ

た。

一般的なオフィス設計では、施

設の仕様や形状に目を向けてプロ

セスを組みがちである。しかし、

本設計プロセスでは、施設の仕様

や形状だけに着目するのではな

く、下記の２つの課題を実現すべ

く、将来への業務革新を狙ったオ

フィス環境作りに焦点を置いた。

第１は、新オフィスでの業務形

態に関する課題である。①創発型

の業務形態の実現、②共有、協働

を重視した業務形態の実現、③セ

キュリティを考慮したドキュメン

トの管理と共有化――などがあげ

られる。

第２は、オフィス形態に関する

課題である。①業務形態に応じた

機能空間、事務機器など什器部品

の標準化、②業務分野・部門に応

じた柔軟な配置、③共有スペース

の活用による空間利用効率の向

上、組織を超えたアイデア創造

――などである。

これらの課題の解決に向けて、

オフィス設計の共通コンセプトの

キーワード「1F4C」を提唱した。

1F4Cとは、柔軟（Flexibility）、

集中（Concentra t i on）、協働

（Collaboration）、情報共有（Com-

munication）、快適（Comfort）で

ある。

この1F4Cに基づいて、執務什
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あり、個人の専門性に基づいて、

柔軟な「チーム」で業務を遂行す

る場合が多い。

第３に、オフィスでの「在席率」

が高い。

新オフィスでは、利用者の快適

さも配慮しながら、業務とそのプ

ロセスの変化に対応して、最新の

情報技術を柔軟に取り入れた。そ

の効果は、知的生産性の向上を通

じて、顧客満足度の向上に直結し

ていくものと考えられる。
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ら業務革新の一環として経営資源

の再構築が行われている。オフィ

スも経営資源の１つとして見直さ

れている。フリーアドレス（固定

自席を持たない）オフィスや、

SOHO（スモールオフィス、ホー

ムオフィス）に代表されるよう

に、情報技術の革新や経営形態の

変化とともに、オフィス形態も変

貌している。

なお、新オフィスでは以下の３

点を考慮して、常駐者に対しての

フリーアドレスオフィスは、効果

がないと判断した。

第１に、ユーザーの業務は営業、

コンサルテーション、システム開

発、ヘルプデスク、一般事務など

「多様」で、かつ個人が「複数」

の職種機能を受け持っている。

第２に、フラットな組織体制で

器家具の基本的な配置案（図１）

と、その展開例のガイドラインを

定めた。

実施設計段階では、ユーザーが

主体となってオフィス設計を行っ

た。これにより、業務形態を見直

し、オフィス環境改善に対するユ

ーザーの意識を高めると同時に、

オフィスにかかるコストに対する

意識をも高めた。

新オフィスの構築に際しては、

ICカードを用いたセキュリティ

システムの導入、最新ネットワー

ク技術の導入、ペーパーレス化の

促進と資料の収納管理などについ

て、タスクチーム全体が意見を交

換しつつ検討を進めた。

■変貌するオフィス形態

欧米の企業では、1980年代か
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①自席固定：Aタイプ
組織での定型業務に適する

③自席固定＆自席フリー
チームでの協働業務に適する

④自席フリー

個人収納 集中業務協働業務

⑤オープン会議ブース
ペーパーレス会議が行える

組織編成、業務内容
に合わせて場所を
選択する

②自席固定：Bタイプ
個人範囲での定型業務に適する

図1 執務什器家具の
基本的な機能単位

出所）野村総合研究所
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